
最
近
の
賃
金
動
向

～
賃
上
げ
と
価
格
転
嫁
～

令
和
６
年
５
月

財
務
省
東
海
財
務
局
静
岡
財
務
事
務
所

satouknje
フリーテキスト
資 料

No. ７



1
.6

6
 1
.2

7
 

1
.4

5
 

1
.8

3
 

2
.9

2
 

3
.7

4
 

0
.0

0

1
.0

0

2
.0

0

3
.0

0

4
.0

0

5
.0

0

0

5
,0

0
0

1
0
,0

0
0

1
5
,0

0
0

2
0
,0

0
0

Ｈ19

Ｈ21

Ｈ23

Ｈ25

Ｈ27

Ｈ29

Ｒ1

Ｒ3

Ｒ5

中
小

企
業

（
従

業
員

2
9
9
人

以
下

）

平
均

妥
結

額
賃

上
げ

率

〇
春
季
賃
上
げ
要
求
、
妥
結
状
況
調
査
（
静
岡
県
調
査
）
に
よ
る
と
、
賃
上
げ
率
は
令
和
３
年
ま
で
概
ね
横
ば
い
圏
内
で
推
移
し
て
い
た
が
、

令
和
４
年
以
降
大
幅
に
上
昇
。
ま
た
、
大
企
業
・
中
小
企
業
と
も
概
ね
同
様
の
傾
向
。

〇
妥
結
率
（
妥
結
賃
上
げ
率
/
要
求
賃
上
げ
率
）
は
、
大
企
業
・
中
小
企
業
と
も
２
年
連
続
で
高
水
準
。

〇
こ
う
し
た
な
か
、
妥
結
後
の
平
均
給
与
額
を
み
る
と
、
大
企
業
と
中
小
企
業
と
の
差
は
ほ
ぼ
横
ば
い
で
推
移
し
て
い
る
。

１
．
春
季
賃
上
げ
妥
結
状
況
の
推
移
（
加
重
平
均
）

(出
所
）
静
岡
県

（
注
）
デ
ー
タ
説
明
等
は
次
ペ
ー
ジ

1
.8

7
 

1
.5

8
 

2
.0

0
 

1
.5

6
 

1
.6

4
 

2
.1

1
 

3
.5

5
 

4
.7

9
 

0
.0

0

1
.0

0

2
.0

0

3
.0

0

4
.0

0

5
.0

0

0

5
,0

0
0

1
0
,0

0
0

1
5
,0

0
0

2
0
,0

0
0

Ｈ19

Ｈ21

Ｈ23

Ｈ25

Ｈ27

Ｈ29

Ｒ1

Ｒ3

Ｒ5

大
企

業
（

従
業

員
3
0
0
人

以
上

）

平
均

妥
結

額
賃

上
げ

率

1
.8

7
 

1
.5

7
 

2
.0

1
 

1
.5

8
 

1
.6

4
 

2
.1

0
 

3
.4

9
 

4
.6

4
 0

.0
0

1
.0

0

2
.0

0

3
.0

0

4
.0

0

5
.0

0

0

5
,0

0
0

1
0
,0

0
0

1
5
,0

0
0

2
0
,0

0
0

Ｈ19

Ｈ21

Ｈ23

Ｈ25

Ｈ27

Ｈ29

Ｒ1

Ｒ3

Ｒ5

全
体

平
均

妥
結

額
賃

上
げ

率

（
円

）
（

円
）

（
円

）
（

％
）

（
％

）
（

％
）

地
区
別
の
妥
結
状
況

（
）
は
要
求
賃
上
げ
率

東
部
：
4
.9
0
％
（
4
.9
3
％
）
、

中
部
：
3
.9
4
％
（
5
.0
0
％
）
、

西
部
：
4
.7
5
％
（
5
.1
1
％
）



8
4
.6

6
0
.5

9
3
.5

6
2
.9

7
5
.4

8
1
.8

9
2
.0

9
2
.6

6
2
.9

5
5
.7

7
4
.6

5
9
.0

6
7
.4

6
8
.87

3
.7

7
4
.7

2
0
.0

3
0
.0

4
0
.0

5
0
.0

6
0
.0

7
0
.0

8
0
.0

9
0
.0

1
0
0
.0

Ｈ19

Ｈ20

Ｈ21

Ｈ22

Ｈ23

Ｈ24

Ｈ25

Ｈ26

Ｈ27

Ｈ28

Ｈ29

Ｈ30

Ｒ1

Ｒ2

Ｒ3

Ｒ4

Ｒ5

Ｒ6

従
業
員

3
0
0
人
以
上

2
9
9
人

以
下

（
注
）
デ
ー
タ
留
意
事
項
等

・
令
和
６
年
は
令
和
６
年
５
月
７
日
現
在
。

・
金
額
は
労
働
組
合
員
平
均
（
加
重
平
均
（
組
合
員
一
人
当
た
り
平
均
）
）

・
各
年
別
の
平
均
年
齢
、
労
組
数
は
下
表
の
と
お
り
。
（
計
数
は
妥
結
状
況
調
査
結
果
に
よ
る
）３

．
妥
結
後
の
平
均
賃
金
（
加
重
平
均
）

２
．
妥
結
率
（
妥
結
賃
上
率
/要

求
賃
上
率
×
1
0
0
）

(出
所
）
静
岡
県

(出
所
）
静
岡
県

（
％

）
（

円
）

0

5
0
,0

0
0

1
0
0
,0

0
0

1
5
0
,0

0
0

2
0
0
,0

0
0

2
5
0
,0

0
0

3
0
0
,0

0
0

3
5
0
,0

0
0

Ｈ19

Ｈ20

Ｈ21

Ｈ22

Ｈ23

Ｈ24

Ｈ25

Ｈ26

Ｈ27

Ｈ28

Ｈ29

Ｈ30

Ｒ1

Ｒ2

Ｒ3

Ｒ4

Ｒ5

Ｒ6

従
業
員

3
0
0
人
以
上

2
9
9
人

以
下

差

Ｈ
1
9

Ｈ
2
0

Ｈ
2
1

Ｈ
2
2

Ｈ
2
3

Ｈ
2
4

Ｈ
2
5

Ｈ
2
6

Ｈ
2
7

Ｈ
2
8

Ｈ
2
9

Ｈ
3
0

Ｒ
1

Ｒ
2

Ｒ
3

Ｒ
4

Ｒ
5

Ｒ
6

平
均
年
齢

3
8
.
6

3
8
.
1

3
8
.
1

3
7
.
8

3
8
.
1

3
8
.
3

3
8
.
7

3
8
.
6

3
9
.
0

3
8
.
9

3
9
.
1

3
9
.
2

3
9
.
2

3
9
.
7

3
9
.
8

4
0
.
0

4
0
.
3

4
0
.
7

労
組
数

3
4
0

3
4
8

3
2
8

3
3
6

3
5
3

3
3
6

2
5
4

2
7
5

2
7
9

2
6
0

2
7
1

2
7
5

2
5
2

2
1
8

2
5
6

2
4
6

2
3
9

1
2
8

平
均
年
齢

3
8
.
9

3
8
.
3

3
8
.
3

3
7
.
9

3
8
.
3

3
8
.
5

3
8
.
8

3
8
.
6

3
9
.
0

3
8
.
8

3
9
.
1

3
9
.
2

3
9
.
2

3
9
.
8

3
9
.
9

4
0
.
0

4
0
.
3

4
0
.
9

労
組
数

1
8
5

1
8
4

1
7
3

1
8
0

1
8
8

1
7
0

1
3
2

1
4
5

1
5
6

1
4
8

1
4
5

1
4
3

1
2
5

1
1
2

1
3
9

1
3
7

1
3
2

7
4

平
均
年
齢

3
7
.
4

3
7
.
4

3
7
.
4

3
7
.
7

3
7
.
7

3
7
.
8

3
7
.
8

3
7
.
7

3
8
.
3

3
8
.
9

3
9
.
1

3
8
.
9

3
8
.
4

3
9
.
1

3
9
.
0

3
9
.
3

3
9
.
5

3
8
.
4

労
組
数

1
4
8

1
5
5

1
4
8

1
4
9

1
5
9

1
5
9

1
1
6

1
2
4

1
1
6

1
0
6

1
1
7

1
2
2

1
1
6

9
5

1
1
0

1
0
1

9
6

4
9

1
.5

0
.9

0
.9

0
.2

0
.6

0
.7

1
.0

0
.9

0
.7

▲
 0

.1
0
.0

0
.3

0
.8

0
.7

0
.9

0
.7

0
.8

2
.5

全
体

3
0
0
人
以
上

2
9
9
人
以
下

平
均

年
齢

差

（
3
0
0
人

－
2
9
9
人

）



春
闘
に
よ
る
賃
金
引
上
げ
率
の
推
移
（
連
合
） （出

典
）連

合
「
春
季
生
活
闘
争

回
答
集
計
結
果
」
4/
１
８

（注
１
）
20
2
４
年
の
集
計
組
合
数
は
3,
28
3
組
合
、
集
計
組
合
員
数
は
2
5
3.
2
万
人
。

（注
２
）第

４
回
回
答
集
計
に
つ
い
て
は
、
昨
年
及
び
今
年
の
集
計
の
み
グ
ラ
フ
に
数
字
を
記
載
。

○
連
合
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
20
2
4年

の
春
闘
に
お
け
る
第
４
回
集
計
の
賃
金
引
上
げ
率
は
（
全
体
）5
.2
0
％
（中

小
企
業
）
4.
75
％

（
昨
年
の
第
４
回
集
計
：
（
全
体
）3
.6
9
％
（中

小
企
業
）
3.
39
％
）

（年
）

2.
5

9 2.
10

 1
.9

4
 1

.9
2 

1.
72

 1.
6

3 
1.

7
0

 
1.

68
 1.

79
 

1.
86

 
1.

88
 

1.
67

 1
.6

7 
1.

71
 

1.
72

 1.
71

 

2.
07

 
2.

20
 

2
.0

0
 1

.9
8 

2.
07

 
2.

07
 

1.
90

 
1.

78
 

2.
07

3.
58

2.
41

 

1.
79

 
1

.7
3

 
1

.7
0

 1
.3

4 
1.

2
6 

1.
35

 

1
.5

6 
1.

68
 1

.7
2 

1.
72

 1.
45

 
1.

47
 

1.
53

 
1.

52
 1

.5
3 

1.
76

 
1

.8
8

 
1

.8
1

 
1

.8
7 

1.
99

 1
.9

4 
1.

81
 1.

73
 

1.
96

3.
23

1.
0

1.
5

2.
0

2.
5

3.
0

3.
5

4.
0

4.
5

5.
0

5.
5

98
99

00
0

1
02

03
04

05
06

07
08

09
10

11
12

13
14

15
16

17
18

19
20

2
1

22
23

24

（％
）

連
合
春
闘
集
計
結
果
（全

体
・
中
小
）の

推
移

全
体

中
小
企
業
（
組
合
員

30
0
人
未
満
）

第
４
回
集
計
結
果
の
比
較
（全

体
）

第
４
回
集
計
結
果
の
比
較
（中

小
企
業
）

3.
69

3.
39

5.
20

4.
75

参
考

5
/8

第
５

回
集

計
・

全
体

5
.1

7
％

（
前

年
第

5
回

集
計

3
.6

7
％

）
・

中
小

企
業

4
.6

6
％

（
〃

3
.3

5
％

）



1
0
.5

7
.1

2
6
.3

3
5
.7

5
2
.6

3
8
.6

4
.2

1
0
.5

1
4
.6

0
%

2
0
%

4
0
%

6
0
%

8
0
%

1
0
0
%

静
岡

県

全
国

①
確

保
で

き
た

②
あ

る
程

度
確

保
で

き
た

③
十

分
に

は
確

保
で

き
て

い
な

い

④
全

く
確

保
で

き
て

い
な

い
⑤

そ
の

他

〇
県
内
企
業
が
賃
上
げ
を
実
施
す
る
理
由
と
し
て
、
「
社
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
向
上
、
待
遇
改
善
、
離
職
防
止
」
と
回
答
し
た
企
業
が
最

も
多
く
、
そ
の
割
合
は
全
国
よ
り
も
高
い
。

〇
県
内
で
は
、
前
年
度
の
賃
金
引
き
上
げ
に
よ
り
一
定
程
度
人
材
を
確
保
で
き
た
企
業
は
3
6
.8
％
に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、
5
割
超
の
企
業
が
人
材

確
保
に
苦
労
し
て
い
る
。
ま
た
、
賃
上
げ
が
人
材
確
保
に
繋
が
ら
な
い
理
由
に
つ
い
て
、
「
賃
上
げ
が
十
分
で
な
い
」
と
回
答
し
た
企
業
は
6

割
と
な
っ
て
お
り
、
全
国
よ
り
も
高
い
。

４
．
賃
上
げ
を
実
施
す
る
理
由

５
．
2
0
2
3
年
度
の
賃
上
げ
に
よ
る
人
材
確
保
へ
の
影
響

（
正
規
社
員
）

（
１
）
賃
金
引
上
げ
に
よ
る
人
材
確
保
へ
の
影
響

（
２
）
賃
金
引
上
げ
が
人
材
確
保
に
繋
が
ら
な
い
理
由
（
最
大
2
項
目
）

静
岡
県
内
企
業
の
声

0
.0

5
.3

2
1
.1

1
0
.5

5
7
.9

7
8
.9

1
0
0
.0

4
.8

1
3
.21

6
.7

1
0
.8

5
4
.9

6
7
.0

8
6
.0

0
.0

2
0
.0

4
0
.0

6
0
.0

8
0
.0

1
0
0

.0

⑦
そ

の
他

⑥
労

使
間

交
渉

に
対

応

⑤
同

業
他

社
の

動
向

④
業
績
（
収
益
）
好
調

③
新

規
人

材
の

確
保

②
物

価
上

昇
へ

の
対

応

①
社

員
の

モ
チ

ベ
ー

シ
ョ

ン
向

上
、

待
遇

改
善

、
離

職
防

止

全
国

静
岡

県

3
0
.0

2
0
.0

1
0
.0

6
0
.0

6
0
.0

1
6
.7

7
.7

1
6
.7

7
0
.6

3
3
.8

0
.0

2
0
.0

4
0
.0

6
0
.0

8
0
.0

1
0
0

.0

⑤
そ

の
他

④
雇

用
に

関
連

す
る

制
度

の
課

題
（

年
収

の
壁

等
）

③
採

用
活

動
・

募
集

広
告

の
不

足

②
人

材
が

い
な

い

①
賃

上
げ

が
十

分
で

な
い

全
国

静
岡

県

（
注
）
財
務
省
、
静
岡
財
務
事
務
所
調
査
（
全
国
：
9
5
1
社
、
静
岡
県
：
1
9
社
）

（
注
）
財
務
省
、
静
岡
財
務
事
務
所
調
査
（
全
国
：
1
0
6
7
社
、
静
岡
県
：
1
9
社
）

（
注
）
財
務
省
、
静
岡
財
務
事
務
所
調
査
（
全
国
：
4
5
6
社
、
静
岡
県
：
1
0
社
）

・
足
下
の
業
績
は
や
や
減
速
し
て
い
る
が
、
職
員
の
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
向
上
と
物
価
高
対

策
の
た
め
昨
年
以
上
の
賃
上
げ
を
実
施
。

（
そ

の
他

製
造

業
）

・
昨
年
度
は
人
材
確
保
の
目
的
が
大
き
か
っ
た
が
、
今
年
度
は
労
働
組
合
か
ら
物
価
高
対

応
へ
の
要
望
が
強
く
、
そ
の
要
素
も
加
味
し
た
。

（
輸

送
用

機
械

）
・
労
働
組
合
か
ら
の
物
価
対
策
に
か
か
る
賃
上
げ
要
求
に
は
満
額
回
答
。
さ
ら
に
好
調
な

海
外
販
売
で
の
利
益
分
を
従
業
員
に
還
元
。

（
生

産
用

機
械

）
・
賃
上
げ
は
離
職
防
止
が
最
大
の
理
由
。
同
業
他
社
へ
の
転
職
を
防
ぎ
た
い
。

(小
売

業
）

・
人
材
確
保
の
た
め
、
初
任
給
を
大
幅
に
引
き
上
げ
た
。

（
建

設
業

）
・
給
与
待
遇
が
同
業
他
社
と
比
較
し
見
劣
り
し
て
お
り
、
人
材
確
保
に
苦
慮
し
て
い
る
。

（
輸

送
用

機
械

）
・
大
手
企
業
と
比
較
す
る
と
賃
金
の
魅
力
が
劣
り
、
新
卒
の
就
職
希
望
者
数
は
減
少
し
て

い
る
。

（
生

産
用

機
械

）

4
2
.8

3
6
.8



5
.9

3
5
.0

2
5
.3

3
5
.0

3
5
.7

1
5
.0

1
1
.9

5
.0

9
.5

1
0
.0

1
1
.6

0
%

2
0
%

4
0
%

6
0
%

8
0
%

1
0
0

%

静
岡

県

全
国

①
転

嫁
で

き
た

②
あ

る
程

度
転

嫁
で

き
た

③
十

分
に

転
嫁

で
き

て
い

な
い

④
全

く
転

嫁
で

き
て

い
な

い

⑤
価

格
転

嫁
し

て
い

な
い

（
必

要
な

し
）

⑥
そ

の
他

〇
県
内
企
業
の
人
件
費
の
価
格
転
嫁
に
つ
い
て
、
一
定
程
度
で
き
た
と
す
る
企
業
は
3
5
％
と
な
っ
た
一
方
、
（
十
分
ま
た
は
全
く
）
で
き
て
い

な
い
と
す
る
企
業
は
5
0
.0
％
。

〇
価
格
転
嫁
に
つ
い
て
は
、
政
策
効
果
な
ど
も
あ
り
取
引
先
と
交
渉
で
き
る
環
境
が
整
い
つ
つ
あ
る
と
の
声
。
し
か
し
な
が
ら
、
人
件
費
の
転
嫁

交
渉
に
当
た
っ
て
は
、
エ
ビ
デ
ン
ス
の
作
成
な
ど
が
課
題
と
な
っ
て
い
る
。

〇
ま
た
、
小
売
業
な
ど
で
は
消
費
者
の
理
解
が
得
ら
れ
な
い
な
ど
の
理
由
に
よ
り
「
転
嫁
は
困
難
」
と
の
声
。

６
．
人
件
費
の
価
格
転
嫁
の
状
況

７
．
人
件
費
の
価
格
転
嫁
が
で
き
て
い
な
い
理
由
（
最
大
3
項
目
）

（
注
）
財
務
省
、
静
岡
財
務
事
務
所
調
査
（
全
国
：
1
1
2
2
社
、
静
岡
県
：
1
9
社
）

（
注
）
財
務
省
、
静
岡
財
務
事
務
所
調
査
（
全
国
：
5
3
5
社
、
静
岡
県
：
1
0
社
）

静
岡
県
内
企
業
の
声

・
価
格
転
嫁
に
係
る
公
正
取
引
委
員
会
の
取
組
み
が
強
化
さ
れ
る
中
、
主
要
取

引
先
が
人
件
費
を
含
め
た
価
格
転
嫁
要
請
に
応
じ
る
姿
勢
を
見
せ
て
お
り
、

今
後
価
格
転
嫁
が
進
む
も
の
と
考
え
る
。
ま
た
、
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー
か
ら
の
価

格
転
嫁
要
請
に
も
応
じ
る
よ
う
に
し
て
い
る
。

（
輸

送
用

機
械

）
・

「
労
務
費
転
嫁
の
価
格
交
渉
に
か
か
る
指
針
」
の
公
表
以
降
、
取
引
先
と
人

件
費
の
価
格
転
嫁
に
つ
い
て
交
渉
し
て
い
る
も
の
の
、
大
き
く
進
展
し
て
い

な
い
。

（
生

産
用

機
械

）
・
転
嫁
は
で
き
る
だ
け
受
け
入
れ
る
よ
う
に
し
て
い
る
一
方
、
納
入
先
へ
の
価

格
転
嫁
は
な
か
な
か
受
け
入
れ
て
も
ら
え
な
い
。
仕
入
先
と
納
入
先
と
の
狭

間
に
あ
っ
て
収
益
的
に
厳
し
い
。

（
電

気
機

械
）

・
原
材
料
高
騰
分
が
転
嫁
し
き
れ
て
い
な
い
た
め
、
原
材
料
価
格
の
転
嫁
を
優

先
。
人
件
費
も
交
渉
し
て
い
る
が
、
直
接
経
費
、
間
接
経
費
の
振
り
分
け
が

難
し
く
エ
ビ
デ
ン
ス
を
ど
の
よ
う
に
揃
え
る
か
が
課
題
。

（
生

産
用

機
械

）
・
人
件
費
ど
こ
ろ
か
原
材
料
価
格
の
転
嫁
も
進
ん
で
い
な
い
た
め
、
ま
ず
は
エ

ビ
デ
ン
ス
を
整
理
し
や
す
い
原
材
料
費
を
優
先
す
る
。

（
生

産
用

機
械

）
・
あ
ら
ゆ
る
コ
ス
ト
が
高
騰
す
る
中
、
人
件
費
だ
け
を
転
嫁
す
る
こ
と
が
で
き

な
い
。
ま
た
、
集
客
力
を
維
持
す
る
必
要
が
あ
る
た
め
、
主
力
商
品
の
販
売

価
格
値
上
げ
は
困
難
。

（
小

売
業

）
・
原
材
料
価
格
に
加
え
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
価
格
上
昇
分
を
値
上
げ
し
消
費
者
に
受

け
入
れ
て
い
た
だ
い
て
い
る
。
こ
れ
以
上
の
価
格
の
上
乗
せ
は
困
難
で
あ
り
、

生
産
性
向
上
に
よ
っ
て
人
件
費
の
捻
出
に
努
め
て
い
る
。

（
小

売
業

）
・
足
下
で
製
品
需
要
が
弱
く
な
っ
て
き
て
い
る
中
、
人
件
費
を
含
め
た
経
費
増

加
分
全
体
を
価
格
転
嫁
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

（
そ

の
他

製
造

）
・
現
状
、
社
内
の
省
力
化
や
コ
ス
ト
削
減
に
よ
り
、
人
件
費
増
加
分
は
十
分
に

賄
え
て
い
る
。

（
建

設
業

）
・
当
社
の
主
力
製
品
の
値
上
げ
は
消
費
者
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト
が
強
い
た
め
慎
重

に
対
応
し
て
い
る
。
新
製
品
投
入
等
に
合
わ
せ
順
次
値
上
げ
を
行
っ
て
い
る

が
、
便
乗
値
上
げ
す
る
こ
と
な
く
、
適
正
な
価
格
設
定
を
行
っ
て
い
く
。

（
輸

送
用

機
械

）
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⑦
そ
の
他

⑥
変
更
の
余
地
が
な
い
（
本
社
決

定
、
法
律
に
よ
る
価
格
等
）

⑤
取
引
先
か
ら
理
解
が
得
ら
れ
な
い

④
価
格
転
嫁
し
て
い
る
も
の
の
、

人
件
費
の
増
加
分
が
上
回
る

③
消
費
者
か
ら
理
解
が
得
ら
れ
な
い

②
同
業
他
社
の
動
向

①
原
材
料
費
の
高
騰
分
の

価
格
転
嫁
を
優
先

全
国

静
岡

県




